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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　屈曲振動と伸縮振動をそれぞれ独立して励振するため、屈曲振動を励振する電極と伸縮
振動を励振する電極を別々に設けた超音波モータ用振動子であって、前記屈曲振動を励振
する電極が、屈曲固有振動モードの歪みが所定の値以上となる領域に前記電極の外形曲線
部が前記歪みの等高線上に略沿うように配置したことを特徴とする超音波モータ用振動子
。
【請求項２】
　前記屈曲振動を励振する電極の面積が、前記圧電振動素子の全面積の１５％以上、４０
％以下である請求項１に記載の超音波モータ用振動子。
【請求項３】
　前記伸縮振動を励振する電極が、伸縮固有振動モードの歪みが所定の値以上となる領域
に前記電極の外形曲線部が歪みの等高線上に略沿うように配置されている請求項１に記載
の超音波モータ用振動子。
【請求項４】
　前記伸縮振動を励振する電極の面積が、前記圧電振動素子の全面積の１５％以上、４５
％以下である請求項３に記載の超音波モータ用振動子。
【請求項５】
　前記屈曲振動を屈曲２次振動、前記伸縮振動を伸縮１次振動とした請求項１に記載の超
音波モータ用振動子。
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【請求項６】
　前記屈曲振動用電極と前記伸縮振動用電極が干渉する場合には、その干渉する箇所で前
記屈曲振動用電極または前記伸縮振動用電極のいずれか一方の電極が、その外形曲線部が
歪みの等高線上に略沿うように配置され、他方の電極が前記一方の電極の外形部分との間
に隙間を形成して配置され、両電極間が絶縁されている請求項１～５のいずれかに記載の
超音波モータ用振動子。
【請求項７】
　前記屈曲固有振動モードの歪みが所定の値以上となる領域が、屈曲振動用の電極面積が
振動子の全面積に対して４０％のときに、前記歪みの値が歪みの最大値を１で正規化して
０．２３以上の領域であり、屈曲振動用の電極面積が前記振動子の全面積に対して１５％
のときに、０．４７以上の領域である請求項１または２に記載の超音波モータ用振動子。
【請求項８】
　前記伸縮固有振動モードの歪みが所定の値以上となる領域が、伸縮振動用の電極面積が
振動子の全面積に対して４５％のときに、前記歪みの値が歪みの最大値を１で正規化して
０．７５以上の領域であり、前記伸縮振動用の電極面積が前記振動子の全面積に対して１
５％のときに、０．９５以上の領域である請求項３または４に記載の超音波モータ用振動
子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は超音波モータ用振動子に関し、特に圧電振動素子上の電極を屈曲振動と伸縮振
動の分極領域にそれぞれ独立して配置した形態の超音波モータ用振動子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子・情報技術の急速な発展に伴ない、精密部品の更なる微細化、高集積化が求められ
ており、ナノオーダ（１０-9ｍ）での検査や超微細加工に対応する超精密位置決め装置が
必要となっている。また、医療やバイオ研究において、タンパク質や細胞の制御による応
用技術開発が進み、より微細な領域での位置決めが可能な顕微鏡用ステージに対するニー
ズが高まっている。さらに近年では高精度化への要求と併せて、検査、加工、測定などの
対象物が小さくなるに伴ない、位置決め装置やその駆動源の小形化、軽量化も求められて
いる。
【０００３】
　このようなナノオーダでの微細領域に対処する駆動装置として、従来の電磁モータに代
わって、特許文献１～３に記載されるような圧電振動素子を用いた超音波モータが開発さ
れている。
【０００４】
　この超音波モータは、電磁モータとは全く異なる駆動原理に基づく駆動装置であり、低
速、高トルク、無音、停止時の保持性など優れた特長を有している。また、振動子の構造
が単純なことから小形化に有利であり、小型アクチュエータとしても期待されている。
【０００５】
　一般に超音波モータは振動子と移動体とにより構成されており、この振動子の摩擦接触
部を前記移動体に押し付け、加圧した状態で機能する。この状態で前記振動子の摩擦接触
部に楕円運動を発生させることで、摩擦接触部が移動体に間欠的に圧接しながら前記移動
体を一方向に送り出す。前記移動体の動作速度は楕円運動の振幅の大きさを変えることで
制御される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００８－５４４０７号公開公報
【特許文献２】特許第３３１１４４６号特許公報
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【特許文献３】特開２００４－２９７９５１号公開公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上述のように振動子で駆動される移動体の速度は振動子先端の摩擦接触部の楕円運動の
振幅の大きさを変えることで制御される。しかしながら、通常の超音波モータでは、この
楕円運動の軌跡形状を任意に変えることができないため、低速で駆動する場合、楕円運動
の振幅は全体的に小さくなり、摩擦力を制御する振動子の加圧方向の振動成分も小さくな
ってしまい、動作が不安定になり、停止してしまう事態を生じる。
【０００８】
　この場合の速度の入出力特性は非線形性を有し、かつ不感帯が存在する。このような入
出力特性では、低速域での安定した速度制御を行うことが難しくなるため、モータとして
の精度、分解能の性能が低下してしまう。
【０００９】
　以上のような問題を解決するため、例えば上述の特許文献１では、積層するすべての圧
電素子に、屈曲振動を励振する電極領域と伸縮振動を励振する電極領域を配置し、各振動
を独立して制御できるようにしている。これによれば、楕円運動を生成する屈曲振動と伸
縮振動の大きさと、その位相差を個別に自由に調整することができ、低速域でも十分な加
圧方向の振動が得られるため、速度の非線形性、不感帯を解消することが可能である。
【００１０】
　ところで所定の振動モードを効果的に励振するには、その振動モードの節、つまり歪み
分布が大きい領域に電極を配置することが望ましい。しかし、特許文献１に示す超音波モ
ータ用振動子は矩形板状であり、かつその電極形状も矩形あるいは十字形であり、特許文
献２，３においても圧電素子及び電極とも矩形状となっている。このことから、電極を歪
み分布が大きい箇所に適切に配置することができず、振動子の振動効率の損失が大きくな
ってしまう。この振動効率の損失は、振動子の発熱、温度上昇につながるため、安定性、
信頼性に悪影響を及ぼす。さらに、これら従来の矩形状の電極形状では、電圧印加時にそ
の角部に応力集中が起り、振動による繰返し応力の発生で疲労亀裂や破損の原因となり、
振動子の信頼性、耐久性の低下につながるという問題があった。
【００１１】
　本発明は、このような問題を解決し、特に振動子の損失を小さくし（振動効率を大きく
し）、かつ、振動子の耐久性、信頼性の向上を図った超音波モータ用振動子を提供するこ
とを課題とするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明によれば、(１)矩形板状の圧電振動素子の固有振動モードの歪みが大きい領域に
、外形形状に曲線部を含む電極を配置したことを特徴とする超音波モータ用振動子が提供
される。
【００１３】
　また、本発明によれば、(２)屈曲振動と伸縮振動をそれぞれ独立して励振するため、屈
曲振動を励振する電極と伸縮振動を励振する電極を別々に設けた請求項１に記載の超音波
モータ用振動子が提供される。
【００１４】
　また、本発明によれば、(３)前記屈曲振動を屈曲２次振動、前記伸縮振動を伸縮１次伸
縮とした前記(２)に記載の超音波モータ用振動子が提供される。
【００１５】
　また、本発明によれば、(４)前記屈曲振動を励振する電極が、屈曲固有振動モードの歪
みが所定の値以上となる領域に、前記電極の外形曲線部が前記歪みの等高線上に略沿って
配置されている前記（２）または(３)に記載の超音波モータ用振動子が提供される。
【００１６】



(4) JP 4830165 B2 2011.12.7

10

20

30

40

50

　また、本発明によれば、(５)前記屈曲振動を励振する電極の面積が、前記圧電振動素子
の全面積の１５％以上、４０％以下である前記(２)～(４)のいずれかに記載の超音波モー
タ用振動子が提供される。
【００１７】
　また、本発明によれば、(６)前記伸縮振動を励振する電極が、伸縮固有振動モードの歪
みが所定の値以上となる領域に前記電極の外形曲線部が歪みの等高線上に略沿って配置さ
れている前記(２)に記載の超音波モータ用振動子が提供される。
【００１８】
　また、本発明によれば、(７)前記伸縮振動を励振する電極の面積が、前記圧電振動素子
の全面積の１５％以上、４５％以下である前記(２)、(３)または(６)に記載の超音波モー
タ用振動子が提供される。
【００１９】
　また、本発明によれば、(８)前記屈曲振動用電極と前記伸縮振動用電極が干渉する場合
には、その干渉する箇所で前記屈曲振動用電極または前記伸縮振動用電極のいずれか一方
の電極が、その外形曲線部分が歪みの等高線上に略沿うように配置され、他方の電極が前
記一方の電極の外形部分との間に隙間を形成して配置され、両電極間が絶縁されている前
記(４)～(７)のいずれかに記載の超音波モータ用振動子が提供される。
【００２０】
　また、本発明によれば、(９)前記屈曲固有振動モードの歪みが所定の値以上となる領域
が、屈曲振動用の電極面積が振動子の全面積に対して４０％のときに、前記歪みの値が歪
みの最大値を１で正規化して０．２３以上の領域であり、屈曲振動用の電極面積が前記振
動子の全面積に対して１５％のときに、０．４７以上の領域である前記(４)または(５)に
記載の超音波モータ用振動子が提供される。
【００２１】
　また、本発明によれば、(１０)前記伸縮固有振動モードの歪みが所定の値以上となる領
域が、伸縮振動用の電極面積が振動子の全面積に対して４５％のときに、前記歪みの値が
歪みの最大値を１で正規化して０．７５以上の領域であり、前記伸縮振動用の電極面積が
前記振動子の全面積に対して１５％のときに、０．９５以上の領域である前記(６)または
(７)に記載の超音波モータ用振動子が提供される。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によれば、超音波モータ用振動子において、振動子の温度上昇、発熱の原因とな
る振動子損失を小さくすることができる。また、電極の外形の一部を歪みの等高線に略沿
った曲線部を含む形状にしたので、電圧印加時に発生する振動子の応力が減少し、応力集
中による疲労亀裂、破損がなくなり、振動子の耐久性、信頼性が向上する。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明の実施例に係る超音波モータ用振動子の平面図である。
【図２】（ａ）は振動子の電圧印加時における屈曲２次固有振動モードの歪み分布を縞状
模様で模型的に示した斜視図であり、（ｂ）は同じく振動子の電圧印加時における伸縮１
次固有振動モードにおける伸縮歪み分布を模型的に示した斜視図である。
【図３】電極面積／振動子面積（横軸）を変えた場合の振動子の損失に対する出力比を示
した図であり、符号ａは、固有振動モードの歪みの等高線上に略沿って配置された電極の
歪み基準で屈曲２次振動用電極７，８を形成した本発明の振動子１（図Ｃ）に対する出力
比であり、ｅ及びｆは、各々従来の矩形状電極１０を設けた振動子１（図Ｄ）で電極長さ
ｓ及び電極幅ｔを変え場合の出力比である。
【図４】超音波モータ用振動子における摩擦接触部の等価負荷抵抗と最適電極面積の関係
を示し、（ａ）は伸縮１次振動用電極の場合、（ｂ）は屈曲２次振動用電極の場合である
。
【図５】本発明に係る超音波モータ用振動子における歪みと電極面積との関係を示し、（
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ａ）は屈曲２次振動の場合の歪みεの値に対する電極面積、（ｂ）は伸縮１次振動の場合
の歪みの値に対する電極面積を示す。
【図６】圧電素子の一方の片面にグランド電極を形成した本発明の実施例の平面図であり
、図6（ａ）は素子の一方の面に矩形状のグランド電極を設けた場合、図6（ｂ）は屈曲振
動用屈曲用電極の湾曲面に部分的に沿った外形のグランド電極を設けた場合である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　本発明の実施形態においては、圧電振動素子の屈曲固有振動モードと伸縮固有振動モー
ドをそれぞれ独立して励振可能な電極構造とする。そして屈曲振動と伸縮振動を効率よく
発生させるために、各固有振動モードにおける歪みが大きい領域に、外形の一部が前記歪
みの等高線に沿った曲線形状を有する電極を歪みの等高線に略沿うように、好ましくは正
確に沿うように配置する。
【実施例】
【００２５】
　次に、図面を参照しながら本発明の各種の実施例について説明する。
　図１は本発明の実施例に係る超音波モータ用振動子の平面図であり、図２（ａ）は振動
子の電圧印加時における屈曲２次固有振動モードの歪み分布を縞状模様で模型的に示した
斜視図、図２（ｂ）は伸縮１次固有振動モードにおける伸縮歪み分布を同様に模型的に示
した斜視図である。図２（ａ）に示したように、屈曲２次振動においては、その振幅分布
は矩形板状圧電素子１の全長が略１波長に相当する横振動（素子面内に振幅を有する振動
）であり、振幅が最大になる箇所で歪みが最大となり、この箇所は振動自由端である長手
方向左右の端部から略１／４の位置にある。この位置で矩形板状圧電素子１の長辺側部２
から素子の幅方向中央側へ向って凸わん曲状に歪みが拡がっている。符号３，４は長手方
向の歪みの値が等しい位置をつないだ歪み分布の等高線を表わしている。
【００２６】
　伸縮１次振動では、図２（ｂ）に示すように、矩形板状圧電素子１の全長が１／２波長
に相当する縦振動（素子の長手方向に振幅を有する振動）であり、屈曲振動とは逆に振動
変位が最小となる箇所で歪みが最大となる。具体的には、矩形板状圧電素子１の中央付近
で歪みが最大となり、この位置から自由端側へ向って略同心円状にわん曲して歪みが分布
する。５，６は伸縮１次振動における等高線である。
【００２７】
　上述のことから、屈曲振動をもたらす電極７，８は歪みの最大となる箇所に、かつ矩形
板状圧電素子１の片面でみれば横幅方向に対向して一対ずつ配置され、この面と対向する
他方の面（図の裏面）にも同様の関係で一対ずつ配置される。すなわち、屈曲振動用電極
７，８の配置形態は素子１の表裏各面２対ずつとなる。
【００２８】
　伸縮１次振動の場合は、電極９は矩形板状圧電素子１の長手方向中央位置の対向する表
裏の両面に１箇所ずつ配置される。
【００２９】
　上述のように歪み分布の等高線は屈曲振動、伸縮振動とも湾曲線状となるため、電極７
，８及び９として、その外形（の一部）がこの等高線の曲線に略沿った形状のものを配置
する。
　ここで、屈曲２次振動の電極７，８について振動子の損失に対する出力性能を本実施例
の曲線状外形をもつ電極と従来の矩形板状電極１０とを比較して説明する。図３は電極面
積／振動子面積（横軸）を変えた場合の振動子の損失に対する出力比（図の縦軸）を示し
た図であり、この出力比が大きいほど振動子の損失が小さい。図３で符号ａは、固有振動
モードの歪みの等高線上に略沿って配置された電極の歪み基準で屈曲２次振動用電極７，
８を形成した本発明の振動子１（図（Ｃ））に対する出力比であり、伸縮用電極は図示省
略してある。ｅは従来の矩形板状電極１０を設けた振動子１（図（Ｄ））（伸縮用電極は
図示省略）で電極長さｓを変えた場合の出力比であり、ｆは矩形板状電極１０の電極幅ｔ
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を変え場合の出力比である。この図からも分かるように、歪みが所定の値以上の領域（歪
み等高線で囲まれた領域）に配置した本発明の電極形状の方が従来の矩形板状の電極１０
よりすべての電極面積／振動子面積で上回っており、本発明の歪みの大きさを基準として
形成した電極形状が優れている。また、図３の結果から、出力比の極大を示す電極面積が
存在することが分かる。
【００３０】
　この極大を示す電極面積は摩擦接触部（振動子先端）の等価負荷抵抗の値によって変化
するが、屈曲２次振動では、最大でも振動子全面積の４０％以下であり、伸縮１次振動で
は振動子全面積の４５％以下、好ましくは４０％以下である。図４に摩擦接触部の等価負
荷抵抗［Ｎ／（ｍ／ｓ）］と最適電極面積／振動子面積（％）の関係を示す。（ａ）は伸
縮１次振動用電極の場合、（ｂ）は屈曲２次振動用電極の場合である。このように摩擦接
触部の負荷抵抗によって最適な電極面積／振動子面積（％）は多少変化するが、実用を考
慮すると、本発明の場合、振動子の電極面積は振動子の全面積の１５％～４０％が妥当で
ある。なお、図３のグラフは等価負荷抵抗が約３００Ｎ／（ｍ／ｓ）のときの結果である
。実用上の等価負荷抵抗はモータの構成によって多少変化することが想定されるが、伸縮
1次振動で約５０Ｎ／（ｍ／ｓ）、屈曲２次振動で約３００Ｎ／（ｍ／ｓ）である。電極
面積が１５％未満の場合には、電気エネルギから機械エネルギに変換する電気機械変換効
率が低下し、振動子の誘電損の比が大きくなってしまい、反対に電極面積が４０％を超え
ると、振動子のＱ値の低下などにより、振動による損失、機械損の比が大きくなってしま
う。
【００３１】
　屈曲振動用電極及び伸縮振動用電極は歪みが所定の値以上となる領域に配置される。こ
の場合の所定の値は、配置される電極の面積によって変わってくる。例えば、屈曲２次振
動の場合は、歪みの最大値を１で正規化すると、電極面積が素子全面積の１５％では前記
所定の値は０．４７以上となり、電極面積が４０％では所定の値は０．２３以上となる。
したがって、電極面積を４０％～１５％に設定した振動では歪みの値が０．２３～０．４
７以上となる領域に電極を配置する。
【００３２】
　伸縮１次振動の場合は、電極面積が１５％では歪みの値が０．９５以上となる領域に電
極を配置し、電極面積が４５％では歪みの値が０．７５以上（いずれも歪みの最大値を１
で正規化した時）の領域に電極を配置する。
【００３３】
　図５は歪みと電極面積との関係を示した図であり、（ａ）は屈曲２次振動の場合の歪み
εの値に対する電極面積（％）を示し、（ｂ）は伸縮１次振動の場合の歪みεの値に対す
る電極面積（％）を示す（歪みは最大値を１で正規化してある。）。
【００３４】
　図１に示す実施例の超音波モータ用振動子の電極配置構造を具体的に説明する。
　屈曲２次振動用電極７，８は、その外側縁７ａ，８ａが矩形板状圧電素子１の長辺側部
　１ａに平行に隣接し、内側縁７ｂ，８ｂは前述した所定の値の歪みの等高線に沿う曲線
形状に形成して、これを各面２対の形態（表面、裏面に対向して各々２対）で配置し、か
つ圧電素子１の表面では図１の長辺側部１ａの位置に外部電極（図示せず）との接続部７
ｃ，８ｃを形成する。圧電素子１の裏面の電極は前記表面側に対して接続する前記外部電
極とは別の外部電極（図示せず）と接続する。各面で対となった電極７，８を逆位相で駆
動することにより、屈曲２次振動が励振される。この例では屈曲２次振動用の電極面積は
振動子全面積の３４％となっており、したがって電極曲線部分を這わせる素子表面の歪み
の等高線は略０．２５以上の歪みの箇所を選定する（図５（ａ）参照）。
【００３５】
　伸縮１次振動用電極９では、この矩形板状圧電素子１は表面、裏面とも同じ中央位置に
配置され、表面側ではその電極外側部９ａを素子１の長辺側部１ａに隣接させ、かつ素子
１の他方の長辺側部１ｂで外部電極との接続部９ｃを形成する。素子１の裏面（図示せず
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）では電極外側部を素子１の長辺側部１ａで別の外部電極との接続部を形成し、かつ素子
１の前記他方の長辺側部１ｂに裏面側電極を隣接させる。
【００３６】
　伸縮１次振動用電極も基本的には所定の値以上の伸縮歪みの等高線に略沿うように配置
されるが、屈曲２次振動用電極と位置的に干渉する場合は、干渉の無い部分で伸縮振動の
歪みができるだけ高い領域を選定して配置する。図１の例では伸縮１次振動用電極９は屈
曲２次振動用電極７，８との間で十分に絶縁性が確保されるように間隔ｄを空けて、屈曲
振動用の電極７，８の曲線形状部分に沿う曲線状に形成して配置する。この例では伸縮振
動用電極９の面積は振動子の全面積の約２０％となっている。この場合、屈曲振動子用と
伸縮振動用の電極間隔ｄは０．２～０．５ｍｍの隙間で絶縁性を確保している。
【００３７】
　図１の実施例では、屈曲振動用電極７，８と伸縮振動用電極９との間の干渉を避けるた
めに屈曲振動用電極７，８の方を優先して歪みの等高線に沿うようにしたが、これを逆に
して伸縮振動用電極９の方を優先して伸縮振動用電極９の長手方向両端を伸縮歪みの等高
線に略沿うように配置し、屈曲振動用電極７，８を伸縮振動用電極９に対して十分な絶縁
性を確保できる隙間をもって隣接させるようにしてもよい。
【００３８】
　上述の各実施例では矩形板状圧電素子の表面および裏面共に屈曲振動用電極と伸縮振動
用電極を設けたが、他の例として図６に示すように、いずれか一方の面、例えば矩形板状
圧電素子１の裏面には屈曲振動用および伸縮振動用の電極は設けず、代わりに表面の両電
極に対して共通のグランド電極１１を形成し、これを外部のアース電極(図示せず)に接続
するようにしてもよい。この場合、グランド電極１１は素子の反対側の面の屈曲振動用お
よび伸縮振動用の電極位置をカバーし得る形状および大きさとする。図6（ａ）は素子の
一方の面に矩形状のグランド電極を設けた場合であり、図6（ｂ）は屈曲振動用屈曲用電
極の湾曲面に部分的に沿った外形のグランド電極を設けた場合である。符号１２はグラン
ド電極１１に設けた外部アース電極との接続部である。
【００３９】
　本発明の振動子用電極は屈曲振動用、伸縮振動用とも電極の一部が曲線状となっている
ために、従来の矩形状あるいは十字形状の電極と異なり角部での振動に伴なう応力集中が
抑制され、繰返し応力による亀裂や破壊が防止される。特に、屈曲振動用電極と伸縮振動
用電極の間には高い応力が発生するので、本発明による振動子のように両電極の間がなめ
らかな曲線状であると応力集中が発生し難く、耐久性や信頼性に優れた超音波モータ用振
動子となる。電極を歪みの等高線に沿った曲線状としたために、歪み分布の大きい箇所に
最適に配置することができ、振動子の損失を極小にできる等多くの利点がある。
【００４０】
　以上、屈曲２次振動用電極と伸縮１次振動用電極を独立して励振する形態の実施例につ
いて説明したが、振動子の電極形状が固有振動モードの歪みが大きい領域に歪みの等高線
に沿った曲線を含む形状の電極が配置される矩形板状の圧電振動子であれば、他の振動モ
ードのものであってもよい。もっとも、高次モードでは一般に振幅の絶対値が小さくなり
、伸縮振動と屈曲振動とを独立して励振するのが困難になる上、電極配置も複雑となるの
で、伸縮１次振動と屈曲２次振動を組み合わせた振動子に適用することが好ましい。
【符号の説明】
【００４１】
１　矩形板状圧電素子
２　素子の長辺側部
３，４　屈曲振動歪みの等高線
５，６　伸縮振動歪みの等高線
７，８　屈曲２次振動用電極
９　伸縮１次振動用電極
１１　グランド電極
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